
憲法に関する主な論点（論点表） 

 

第七章 財政 

○ 主な論点とその関係条文 

区分 
関係する 

条文 

改憲の必要性等 

論点 
Ａ 明文改憲が必要 

Ｂ 明文改憲までは必要ないが、

立法措置（立法による補充）が

必要 

Ｃ いずれも必要ない 

１ 

８３条 

～８８条 

９０条 

９１条 

財政民主主義の実質化・

国会による財政統制の

充実 
 
[※会計検査院については後掲] 

・国会による財政統制が弱まって

おり、財政民主主義の実質化を

図るために、現行憲法の規定を

見直すべき。 
（具体的な方向性） 
①財政状況の報告事項を憲法に具

体的に明記すべき。 
②公会計を透明性の高いルールの

下に置くべきこと等の基本原則

を憲法に明記すべき。 
③内閣総理大臣の予算決算に関す

る説明責任を憲法に明記すべき。 
④決算審査の結果を予算編成に反

映する仕組みが必要。 
⑤国会における予算の修正が可能

であることを明らかにすべき。 
⑥決算を、国会承認を要するものと

すべき。 

・法律で規定すれば足りる。 ・現行のままでよい（現行制

度の運用改善で足りる）。 
 

 

８６条 予算単年度主義 

Ａ１ 複数年度予算制を憲法上採

用すべき。 
 ・現行のままでよい。 

Ａ２ 複数年度にわたる財政計画

の国会承認について、憲法上明

記すべき。 

Ｂ２ 複数年度の財政計画の策

定を法律で規定すべき。 

Ａ３ 継続費等を憲法に明記すべ

き。 

Ｂ３ 現行憲法上、継続費は認め

られるべきでない。 

―― 健全財政主義 

・健全財政を担保するため「財政

規律条項」を憲法に規定すべき。 
・健全財政について法律（例えば、

「財政健全化責任法案」）で規定

すべき。 

・現行のままでよい。 

２ 

８９条 

公
の
財
産
の
支
出
制
限 

習俗的行事への参

加に対する公費支

出 

・内閣総理大臣等の一般的・習俗

的な行事への参加には、公費の

支出が認められるよう憲法を改

正すべき。 

  

私学助成の憲法問

題 

・条文の文言と実態の運用が乖離

しているので、89条を改正して

私学助成ができることを憲法上

明確にすべき。 

 ・私学助成は現行憲法下でも

合憲であり、89条の改正は

必要ない。 

９０条 

会
計
検
査
院 

国会による財政統

制の充実の観点か

ら見た会計検査院

のあり方 

・会計検査院を国会の附属機関と

する等、国会の財政統制機能を

強化するための規定を憲法上明

記すべき。 

  

機能強化・独立性

の強化 

 ・内閣に対する是正措置の勧告権

限を付与すべき。 
・現行制度の運用を改善すべ

き。 

〈上記以外の条文に係る論点（一部重複あり）〉 

条文 条文の内容 主な論点 

８４条 課税 租税法定主義 

 
 


